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地震防災体制の現状に関する全国調査・調査概要 
 
１． 調査対象機関 
    
・ 全国 47 都道府県 
・ 全国 3,225 市町村 
・ 指定行政機関 24 機関 
（本省と当該本省の外局がともに指定されている場合は、それらをまと
めて回答していることがあるため、回答機関としては 19 機関） 

・ 指定公共機関 60 機関 
 
２． 調査方法 
 
・ 調査時点は平成 13 年度末現在。 
・ 回答については、地方公共団体の場合は都道府県がまとめて回収し、そ
の他の機関の場合は直接電子メールや郵送によって回収。 

   
３． 調査内容 
 
・ 防災基本計画に基づき質問事項を設定。 
・ 防災計画等に基づく対策の内容、マニュアルの策定、訓練の実施等の対
策の状況、対策実施上の課題等を調査。 

 
４． 備考 
 
・ 調査結果中、「整備の率」については、調査に対し「制度・計画がある」
又は「関連制度がある」と回答した割合の合計。 

・ 調査結果中、「達成の率」については、調査に対し「十分達成されている」
又は「ある程度達成されている」と回答した割合の合計。 

・ 「達成の率」については、客観的な指標や評価基準がないため、回答機
関が自主的な評価を行ったもの。 

・ 「整備の率」において「制度・計画がある」又は「関連制度がある」と
回答した機関以外の機関が、「達成の率」において「十分達成されている」
「ある程度達成されている」と回答している場合については、捨象して
集計。 



整備の率 達成の率 整備の率 達成の率 整備の率 達成の率

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

職員の非常時の参集基準の整備 １００ ９４ ９７ ９５ ９０ ７５ ３～４

夜間・休日における情報収集体制の整
備 １００ ９５ ９７ ９７ ８５ ６６ ５～６

職員の非常時の連絡・参集体制の整備 ６３ ４４ ９２ ７８ ９１ ７４ ７～８

交通途絶等の職員動員困難時の対応方
法の整備 ６１ ５６ ８８ ７０ ３６ ２０ ９～

１０

住民等の問合わせ窓口等の体制の整備 ５３ ５０ ７９ ７８ ４２ ２５ １１～
１３

救助活動等における資機材調達体制の
整備 ９６ ９４ ６７ ３７ １４～

１５

被害、交通施設等の情報の集約・提供
体制の整備 ９１ ８８ ７５ ４５ １６～

１７

応急・復旧活動に関する相互応援協定
の締結等連携体制の整備 ７９ ７９ ８８ ７８ ８６ ６１ １８～

１９

所管施設等の相互利用等に関する応援
体制の整備 ４９ ３０ ２０

救援活動拠点等広域的な応援拠点の整
備 ７８ ７０ ８３ ５７ ２１～

２２

日赤、社協等、他の機関との連携体制
の整備 ６８ ３１ ２３

ボランティア活動の調整体制の整備 ５１ １７ ２４

地方公共団体間の広域防災訓練の実施 ４１ ２５ ２５

地震防災体制の現状に関する全国調査 総括表

該当
頁数

｢達成の率｣は、調査に対し｢十分達成されている｣｢ある程度達成されている｣と回答した割合の合計

区　　分 内　　　　容

指定行政機関 指定公共機関 地方公共団体

非常時の
活動体制

機関相互の
連携体制

｢整備の率｣は、調査に対し｢制度・計画がある｣｢関連制度がある｣と回答した割合の合計

｢指定行政機関｣防災に関係する国の機関（19機関）
｢指定公共機関｣日銀、日赤、ＮＴＴ、公団等防災に関係する
　　　　　　　公益的事業法人、公共的機関（60機関）

1



整備の率 達成の率 整備の率 達成の率 整備の率 達成の率

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

実際の災害と同じような状況を想定し
た実践的な訓練の実施（図上訓練等） ９０ ７８ ９７ ８４ ３９ ２０ ２６～

２７

訓練を通じた資機材・装備等の使用方
法の習熟 ５３ ２２ ２８

企業の地域防災訓練への参加呼びかけ
等の実施 ２９ １１ ２９

訓練実施後の評価とそれに基づく防災
体制の改善 ７９ ７７ ９７ ８６ ４９ ２５ ３０～

３１

国、都道府県、市町村間の情報伝達
ルートの多重化 ９４ ７５ ９７ ８４ ９２ ８５ ３２～

３３

情報通信施設機能の多重化 ９１ ９１ ７２ ５９ ３４～
３５

災害関連情報のデータベース化 ７５ ５０ ８６ ６０ ３６

住民による防災対策の実施状況のアン
ケート等による把握 ２０ ７ ３７

防災マップ等による住民への防災情報
周知 ４８ ２４ ３８

避難施設 必要な数の避難施設の指定 ８３ ６５ ３９

拠点医療
施設

災害拠点病院の選定等救急医療体制の
整備 ６５ ４２ ４０

自主防災
組織

自主防災組織の育成・強化を図る施策
の実施 ６７ ３４ ４１

｢達成の率｣は、調査に対し｢十分達成されている｣｢ある程度達成されている｣と回答した割合の合計

該当
頁数

防災情報

指定行政機関 指定公共機関 地方公共団体

｢整備の率｣は、調査に対し｢制度・計画がある｣｢関連制度がある｣と回答した割合の合計

区分 内　　　容

｢指定行政機関｣防災に関係する国の機関（19機関）
｢指定公共機関｣日銀、日赤、ＮＴＴ、公団等防災に関係する
　　　　　　　公益的事業法人、公共的機関（60機関）

実践的な
防災訓練
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